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子ども支援専門の国際 NGO である公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン（理事長：井田純一郎、本部：東

京都千代田区、以下セーブ・ザ・チルドレン）は、2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震および 9 月の奥能登豪

雨の緊急復興支援活動を行っています。 

今回、その一環として、災害の影響により進級・進学や就職に向けた準備などに支障がないよう、発災時に石川県

七尾市、穴水町、能登町、珠洲市、輪島市のいずれかに在住し、住宅が一部損壊以上の世帯の子ども（小学 6 年生か

ら高校生世代）に対して給付金を提供する「能登子どもサポート給付金」を実施し、締切日の 12 月 16 日までに

2,882 件（4,072 人）の申請がありました。 

本調査は、「能登子どもサポート給付金」に申請した人を対象に任意のアンケート形式で実施、能登半島地震や奥

能登豪雨が子育て世帯の生活や子どもにどのような影響を与えたかについて聞きました。 

地震発生から間もなく1年を迎えるにあたり、その結果を公表します（本プレスリリースにある結果は速報のため、

最終的な報告書は 2025 年 1 月以降に公表予定）。 

 

＜本調査で明らかになった主なこと＞ 

【1】 8 割以上の子育て世帯が能登半島地震、奥能登豪雨により、子どもの生活にマイナスの影響があったと回答 

【2】 被災前と現在で、家計が赤字の子育て世帯が 7.4%から 32.1%へ 4 倍以上に増加 

【3】 被災した子どもや子育て世帯への公的制度や支援について、半数以上が足りていないと回答 

【4】 子どもに関する自由記述：学習や運動、遊びのための環境の早期復旧・整備を求める声が多数 

【5】 その他の自由記述：生活再建や復興の見通しに対する子育て世帯の不安の声が多数 

 
 

 

【1】 8 割以上の子育て世帯が能登半島地震、奥能登豪雨により、子どもの生活にマイナスの影響があったと

回答 

能登半島地震、奥能登豪雨による子どもの生活に対するマイナスの影響をたずねたところ（グラフ 1）、「おおいに影

響があった」の回答が 49.9％、「やや影響があった」が 36.5％で、合わせて 86.4％が、子どもの生活へのマイナス

の影響について回答しました。 

具体的な影響（グラフ 2）としては、子どものストレスが 68.0％と最も多く、次いで運動不足などの発達面が

36.1％、学力の低下が 34.3％、遊び場などの居場所の不足が 24.7％、通学路などの道路状況が 23.6％となっ

ています。これらの結果から、継続的に子どものこころのケアに取り組んでいくこと、学習や教育環境の整備、思い

切り体を動かし安心して過ごせる場所や機会づくりの重要性が浮き彫りとなっています。 

国際 NGO セーブ・ザ・チルドレン 

能登半島地震・豪雨緊急復興支援「能登子どもサポート給付金」 

2,882 件の申請 アンケート調査結果速報 

被災後の家計、赤字の子育て世帯が 4 倍以上に 

https://www.savechildren.or.jp/
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Q. 能登半島地震、奥能登豪雨により、子どもの生活にマイナスの影響がありましたか。（任意、単一回答） 

 

Q. 「おおいに影響があった」「やや影響があった」を選んだ方は、災害による具体的な影響の内容について、あては

まるものをすべて選んでください。（任意、複数回答） 

（n=2,491） 

【2】 被災前と現在で、家計が赤字の子育て世帯が 7.4%から 32.1%へ 4 倍以上に増加 

被災前（グラフ 3）は「赤字で、借金して生活」が 2.7％、「赤字で、貯金をとりくずしている」が 4.7％で、合わせて

7.4％の回答でしたが、現在（グラフ 4、給付金申請期間は 2024 年 11 月から 12 月 16 日）はそれぞれ 6.3％、

おおいに影響があった

49.9%

やや影響があった

36.5%

ほとんど影響はなかった

6.7%

まったく影響はなかった

0.4%

無回答

6.4%

n=2,882

36.1%

21.0%

34.3%

21.4%

68.0%

5.0%

23.6%

17.7%

6.7%

24.7%

11.2%

9.7%

6.8%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80%

ア. 子どもが運動不足になるなど、発育面

イ. 子どもが体調を崩しやすくなるなど、健康面

ウ. 子どもの学力（学習内容の理解）の低下

エ. 転居や転校など、環境の変化に対応することが難しい

オ. 子どものストレス（災害への怖さなども含）がたまっている

カ. 子どもが学校（フリースクールなども含）を休みがちになった、不登校になった

キ. 通学路など道路が危ないため、子どもだけで外出できない

ク. 自宅・避難先に落ち着いて勉強に集中できる場所やスペースがない

ケ. 自宅・避難先にインターネット環境がない、

またはパソコンやタブレットなど、オンライン学習のための機器がない

コ. 子どもが友だちと遊ぶ場所がない、居場所がない

サ. 子どもを学習塾や習い事に通わせることができない

シ. 子どもが希望する進路を変更したり、あきらめさせなければならない

ス. その他

無回答

グラフ2

グラフ 1 
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25.8％の計 32.1％と、4 倍以上の増加がありました。一方、被災前は「黒字で、毎月貯蓄をしている」が 10.2％、

「黒字で余裕がある」が 10.0％で合わせて 20.2％でしたが、現在はそれぞれ 3.6％、4.4％の計 8.0％と、2 分の

1 以下に減少しており、災害による家計への影響が大きいことが伺えます。自由記述でも経済的な不安に関する保

護者の声が多く寄せられており、今後の生活再建に向け、支援のさらなる充実が求められています。 

 

Q. あなたの世帯の家計の状況は、被災前と現在で、どのような状況ですか。被災前と現在について、あてはまるも

のを一つずつ選んでください。 

被災前（任意、単一回答） 

現在（任意、単一回答） 

 

 

赤字で、借金して生活

6.3%

赤字で、貯金をとりくずしている

25.8%

赤字でも黒字でもなく、ぎりぎり

45.2%

黒字で、余裕がある

4.4%

黒字で、毎月貯蓄をしている

3.6%

無回答

14.7%

n=2,882

赤字で、借金して生活

2.7%

赤字で、貯金をとりくずしている

4.7%

赤字でも黒字でもなく、ぎりぎり

57.8%

黒字で、余裕がある

10.0%

黒字で、毎月貯蓄をしている

10.2%

無回答

14.6%

n=2,882

グラフ 3 

グラフ 4 
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【3】 被災した子どもや子育て世帯への公的制度や支援の状況について、半数以上が足りていないと回答 

被災した子どもや子育て世帯への公的制度や支援の状況についてたずねたところ（グラフ 5）、「まったく足りていな

い」への回答が 13.2％、「ほとんど足りていない」が 39.2％で、合わせて 52.4％が公的制度や支援が不足してい

ると回答しました。具体的に必要な支援（グラフ 6）としては、子どもの学びに関する支援金が 65.6％、次いで生活

再建に対する支援が 59.9％、住居への支援が 45.0％、教育環境の整備が 39.4％、文化・スポーツ活動の環境整

備が 36.1％となっています。 

Q. 被災した子どもや子育て世帯への公的制度や支援の状況について、どのように感じていますか。あてはまるも

のを一つ選んでください。（任意、単一回答） 

Q. 「ほとんど足りていない」「まったく足りていない」を選んだ方は、具体的に必要な支援についてあてはまるもの

をすべて選んでください。（任意、複数回答） 

 

45.0%

59.9%

65.6%

39.4%

36.1%

24.6%

24.9%

14.8%

11.2%

1.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80%

ア. 住居への支援

イ. 生活再建のための支援金・義援金

ウ. 子どもの学びに関する給付金・返済不要の奨学金

エ. 学校などの教育環境の整備

オ. 子どもが文化・スポーツ活動に参加できる環境の整備

カ. 子どもの居場所づくり

キ. 子どものこころのケア

ク. 保護者の就労支援

ケ. 保護者が気軽に相談できる場所

コ. その他

無回答

グラフ 5 

グラフ 6 

（n=1,511） 

充分に足りている

3.0%

やや足りている

31.8%

ほとんど足りていない

39.2%

まったく足りていない

13.2%

無回答

12.8%

n=2,882
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【4】 子どもに関する自由記述：学習や運動、遊びのための環境の早期復旧・整備を求める声が多数 

自由記述では、学校施設や、通学路を含む道路の損壊による安全面への不安、学校のグラウンドが仮設住宅に使わ

れていたり、運動場や体育館が壊れていたりするために子どもたちが十分に運動できないといった、子どもの運動

や遊びへの影響を心配する声が数多くありました。「子どもたちの“今”を奪わないでほしい」など、震災の影響をで

きるだけ子どもに負わせず、安心して学び、過ごせる環境の復旧・整備を一刻も早く実現する声が多く寄せられまし

た。また、震災のストレスやトラウマを抱え込んでいる子どもたちが多く「当事者以外にはそのトラウマなどを共感し

てもらえず孤立することがある」など、子どもたちへの心理面の影響を心配し、支援を訴える記述も目立ちました。 

【5】 その他の自由記述：生活再建や復興の見通しに対する子育て世帯の不安の声が多数 

子どもに直接関連すること以外では、自宅の修繕費用が高額で支払えないなど経済的負担の悩みに加え、「一部損

壊の被災者への支援がほぼゼロなので厳しい」、「給付金ももらえるまで 7 ヶ月かかり、みなし住宅になるまで 9 ヶ

月かかりました。全てが遅すぎます」といった、公的制度の対象範囲に対する要望や迅速な支援を訴える回答も多く

寄せられました。全体として、生活再建が見通せない不安の声が目立ちました。加えて、人口流出、働く場所の不足、

インフラ復旧の遅れによってさまざまな生活環境が整わない中、「子育て世代には地元に残るリスクが大きい」とい

う声もありました。それゆえに「今後の復旧復興の見通しを早く示して頂きたい」といった長期的な展望を国や自治

体に求める記述や、子育て世帯への手厚い支援を要望する記述も複数ありました。 

 

Q. そのほか、能登半島地震、奥能登豪雨の影響で不安に思っていること、またそれについて国や自治体、社会へ要

望があればお書きください。（任意、自由記述）※一部抜粋 

子どもに関する自由記述 *（）内は、発災時の居住自治体、子どもの学年は申請時点 

⚫ 学校のグラウンドに次々と仮設住宅が、建てられ小学生の活動できるスペースがなくなっている。（輪島市、高

1 世帯） 

⚫ 通学路の歩道が、陥没していたりマンホールが飛び出ていたり、酷い状態だが、暗くなるまで学校はあるので、

たまに転倒しながら通っている。（珠洲市、高 2、高 1、小 6 世帯） 

⚫ 学校や習い事など未来ある子どもたちの活動場所に制限があり、あとまわしにされている感がある。あっとい

う間に大きくなり、子どもらしい経験をつめないまま大人になるという危機感がある。（輪島市、高 1 世帯） 

⚫ 中学生の息子は震災後体調を崩して学校に行けなくなりました。私は息子の体調が心配で正規の仕事を辞める

ことにしました。気軽に相談できる場所も病院も、専門家も少なく、不安です。同じ悩みを抱えている家族に会

いたいです。（能登町、中 2 世帯） 

⚫ 報道はされていませんが、心のケアが今も必要な子がいます。その家族、本人を支える支援が足りていないと

感じます。また、2 次避難すると本当に教育面でお金がかかります。給食費、教材費、制服代、部活動費など。就

学支援制度は区域外就学なら使えますが、被災地の学校に籍を置いて、一時的に 2 次避難先の学校に体験入

学している場合は、使えません。罹災証明の判定にかかわらず、被災者みなさんの平等な支援を願います。（珠

洲市、中 1 世帯） 

その他の自由記述 

⚫ 住宅は一部損壊で暮らしはできるが、当たり前に水が出ない、当たり前の暮らせない家庭への補助がないし半

壊以上は対象者になるが、お金が当たり前にかかる子育て世代は全く支援されず全てにおいて税金の免除や
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減免も半壊でなければ受ける事ができません。一部損壊でも苦しい子育て家庭はたくさんあります、多子家庭

の補助、減免をして頂きたいです。（七尾市、高 2、小 6 世帯） 

⚫ 賃貸物件がなく、住む場所をどうすべきか悩んでいます。早く住める場所が選べるくらいに住む場所が増える

ことを願います。仕事もなくなり変更せざるをえなかったり正規の仕事もなかなか見つからないのも不安です。

（穴水町、小 6 世帯） 

⚫ 希望が持てる方針を打ち上げて欲しい。見捨てられ感があります。（能登町、高 1 世帯） 

⚫ 生活再建支援金や義援金を貰っても、今の現状では正直生活がキツイです。ギリギリです。食べ盛り育ち盛りの

子ども達を抱えている側にしたら、キツイですよね。お腹いっぱい食べさせてあげたい。（輪島市、高 1、中 3、中

2 世帯） 

 

＜本調査結果を受けての「セーブ・ザ・チルドレン」の今後の活動＞ 

能登半島地震から 2025 年 1 月 1 日で 1 年を迎える中、本調査結果から、子どもを含む被災地域の人々がおかれ

た厳しい状況がより具体的に明らかになりました。 

セーブ・ザ・チルドレンは、今回の結果を受けて、子どもに関わる公的な支援制度の改善などを国や自治体、社会に働

き掛けていきます。また、子どもや保護者などの声に基づいて、能登半島地震・奥能登豪雨の影響にある子どもたち

の支援を続けていきます。 

 

＜能登子どもサポート給付金概要＞ 

【対象者】 

以下の要件 1、2 両方にあてはまる世帯の現在小学 6 年生または中学校、高校などに在学している子ども 

※学校は、国公立（県立・市立など）および私立、特別支援学校、通信制・定時制高等学校、中等教育学校、高等専門学校などの学校（一

条校：学校教育法第一条に該当する学校をさす）に加え、一条校以外の各種学校、外国人学校、フリースクールも含みます。 

 

1． 2024 年 1 月の能登半島地震もしくは 9 月の奥能登豪雨発生時に石川県七尾市、穴水町、能登町、珠洲

市、輪島市のいずれかに在住（罹災証明住所が左記 5 市町内、セーブ・ザ・チルドレン活動地域） 

2． 2024 年 1 月の能登半島地震もしくは 9 月の奥能登豪雨により災害時居住していた住宅が一部損壊・準

半壊・半壊・中規模半壊・大規模半壊・全壊のいずれかに認定 

※現在、上記の市町以外に避難・引っ越しした世帯の子どもも対象になります。 

 

【給付内容】 子ども一人につき一律 3 万円（返還の必要なし） 

【申請期間】 2024 年 11 月 1 日（金）正午～12 月 16 日（月）正午 

 
＜セーブ・ザ・チルドレン概要＞ 

1919 年に英国にて創設。現在、世界約 120 ヶ国で子ども支援活動を展開する国際 NGO です。日本では 1986 年にセーブ・ザ・チル

ドレン・ジャパンが設立しました。2024 年 1 月の能登半島地震の発災を受け、被害の大きかった地域のうち、石川県七尾市、穴水町、

能登町、珠洲市、輪島市で緊急支援活動を実施。子どもたちや保護者のニーズにもとづき、避難所で緊急物資の提供や災害時の子ども

の居場所「こどもひろば」を実施したほか、学校などへの備品支援や給食補食支援、放課後児童クラブ（学童保育）支援員向けに子ども

のための心理的応急処置研修を行うなど、これまでに 7,000 人以上の子どもや大人に支援を届けました。 

 

本件に対する報道関係の方のお問い合わせ 

公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン 国内事業部 

TEL：03-6859-6869 / E-mail: japan.notosupport@savechildren.or.jp 


